
  

生活協同組合コープぐんま 

注記事項 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく時価法（時価のないもの

は総平均による原価法） 
（２）棚卸資産の評価基準および評価方法   

商品 売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

（３）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

 建物 7～31 年 

無形固定資産 定額法 

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用していま

す。 

長期前払費用 定額法 

（４）引当金の計上基準 
貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、

貸倒懸念債権および破産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しています。 
ポイント引当金 供給促進を目的として宅配及び店舗にて付与されたポイントの交換に備える

ため、付与ポイントの未行使残高をポイント引当金に計上しています。 

賞与引当金 職員の次年度夏季一時金の支給に備えて、支給見込額を基礎として算定

計上しています。 
退職給付引当金 職員の退職金の支給に備えるため、当期末における退職給付債務および

年金資産の時価額に基づき計算した金額を計上しています。なお、退職

給付債務の算定にあたり簡便法を採用しています。 

（５）消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しています。 

（６）貸借対照表、損益計算書、附属明細書の金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。 

 

２．貸借対照表に関する注記 
（１）担保に供されている資産 

①担保に供している資産 

土地 262,794 千円 

     計 262,794 千円 

    当該担保に供している資産は、当座借越契約に対するものでありますが、当期末において借入

実行残高はありません。 

②店舗プリペイドカード（ほぺたんカード）の導入にともない、資金決済に関する法律に基づく発

行保証金として、差入保証金のうち 50,000 千円を供託しています。 

（２）保証債務等 

日本生活協同組合連合会（コープデリ生活協同組合連合会への仕入債務） 

日本生活協同組合連合会 2,743,581 千円 

（３）連合会に対する債権・債務 

未収金 96,503 千円 

短期貸付金 261,500 千円 

長期貸付金 1,475,100 千円 

長期未収金 3,944 千円 

買掛金 2,855,726 千円 

未払金 289,259 千円 



  

その他(流動資産)       9,787 千円 

（４）役員に対する金銭債権または金銭債務 

  ①理事に対する金銭債権または金銭債務 

    なし 

  ②監事に対する金銭債権または金銭債務 

    なし 

 

３．損益計算書に関する注記 
（１）連合会にかかわる取引高 

仕入高 26,143,705 千円 

事業広報費 458,777 千円 

消耗品費 136,793 千円 

委託料 186,686 千円 

分担費 631,518 千円 

その他 206,806 千円 

（２）特別損益 

  ①固定資産売却益の内容は、次のとおりです。 

土地 2,829   千円 

②固定資産売却損の内容は、次のとおりです。 

器具備品    2 千円 

土地 171 千円 

③固定資産除却損の内容は、次のとおりです。 

解体撤去費用 1,010 千円 

④固定資産圧縮損の内容は、次のとおりです。 

建物 39,614 千円 

構築物 2,575 千円 

 

（３）減損損失 

   当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 減損損失（千円） 

相生テナント     １店 賃貸 土地 39,867 

前相生店      １店 賃貸 構築物・土地 60,451 

合 計   100,318 

当生協は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業所を基本単位としてグルーピング

しています。土地の時価が著しく下落した事業所または事業活動から生ずる損益が継続してマイナ

スである事業所または使用方法の変更によって投資の回収が見込めなくなった事業所について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。 

 

資産の種類別の減損損失の内訳は以下のとおりです。 

種類 事業所数 賃貸資産の数 減損損失（千円） 

構築物           １           －  10 

土地           ２           － 100,307 

合 計                   100,318 

なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のうち、いずれか高い方の金額 

で測定しており、正味売却価額については不動産鑑定評価基準を基礎として評価しており、その他

固定資産については取引事例等を勘案した合理的な見積りにより評価しています。 

また、使用価値については将来キャッシュ・フローを 2.0％で割り引いて算定しています。 

 

（４）法人税等 

法人税等には、法人税、地方法人税、住民税、特別法人事業税および事業税を計上しています。 

（５）教育事業等繰越金 



  

    当期首繰越剰余金には、前事業年度の剰余金処分により繰越した教育事業等繰越金 50,000 千円

が含まれています。 

４．退職給付に関する注記 

（１）採用している退職給付制度 

正規職員の退職の退職給付に備えるため、退職一時金制度、確定給付型企業年金制度（日生協企業

年金基金第 1 制度および日生協企業年金基金第 2 制度）および確定拠出型企業年金制度を採用してい

ます。 

なお、正規職員（専任職）、福祉専門職員は退職一時金制度のみを採用しています。 

（２）確定給付制度 

  ①簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

退職給付引当金の期首残高 669,037 千円 

 退職給付費用 24,567 千円 

 退職給付の支払額 △ 53,374 千円 
 制度への拠出額              △ 26,818 千円 
退職給付引当金の期末残高 613,412 千円 

  ②退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

退職給付債務 1,037,932 千円 

 年金資産               △424,520 千円 
退職給付引当金 613,412 千円 

  ③退職給付に関連する損益 

 退職給付（勤務費用） 24,567 千円 

 他生協等への出向者の退職負担金 △ 9,968 千円 
 退職給付費用 14,598 千円 

（３）確定拠出年金制度について 

    確定拠出制度への要支給額は、13,097 千円です。 

 （４）日生協企業年金基金第 1 制度について 

    職員については厚生年金基金から移行した日生協企業年金基金第 1 制度に加入しており、要拠

出額を退職給付費用として処理しています。 

当年度の日生協企業年金基金第 1 制度への掛金拠出額は 11,866 千円です。 

なお、日生協企業年金基金第１制度の積立状況及び当組合の掛金拠出割合は下記のとおりです。 
① 制度全体の積立状況に関する事項 

年金資産の額             44,990,059 千円（2021 年 3 月 20 日） 
年金財政計算上の給付債務の額     34,223,110 千円（2020 年 3 月末日） 
差引額                10,766,949 千円 

② 制度全体に占める当組合の掛金拠出割合          0.54％（2021 年 3 月現在） 
 

③ 補足説明 
給付債務の額は 2020 年 3 月末日時点、年金時価資産額は 2021 年 3 月 20 日時点で表示して 
いるため 1 年のずれがあります。この差引額は、10,766,949 千円となっていますが、給付 
債務の額は１年分が追加されるため、差引額は減少します。 
2020 年 3 月末時点の繰越剰余金は、7,282,728 千円で過去勤務債務残高はありません。 

５．税効果会計に関する注記 
（１）繰延税金資産発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（固定資産） 

減損損失                   342,504 千円 

退職給付引当金                169,669 千円 

資産除去債務                                  68,623 千円 

ポイント引当金                  80,812 千円 

賞与引当金                    27,428 千円 



  

未払事業税                                  26,084 千円 

     その他                    29,685 千円 

 合計                                        744,807 千円 

評価性引当額                               △309,543 千円 

 合計                        435,264 千円 

    繰延税金負債（固定負債） 

     建物（資産除去債務相当）            19,992 千円 

      合計                     19,992 千円 

    繰延税金資産（固定資産）の純額         415,271 千円 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときのその差異

の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率                                     27.66％ 

（調整） 

住民税均等割                    1.76％ 

評価性引当額                                     1.93％ 

受取配当金                   △ 0.11％ 

その他                       0.10％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率         31.34％ 

 

６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

    必要な資金は主に組合員出資金の増資および銀行借入金で調達しています。資金運用について

は一時的な余裕資金を安全性の高い金融資産（定期預金）で運用しています。なお、投機的な取

引は、生協法施行規則第 198 条にもとづき行っていません。 

コープデリ連合会に対して長期貸付を行っております。 

②金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 

    供給未収金に係る組合員の信用リスクは、組合員ごとの未収金管理を行い、リスクの低減を図

っています。 

    関係団体等出資金については、定期的に発行団体の財務状況を把握しています。 

（２）金融商品の時価等に関する事項  

   2021 年 3 月 20 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額があるものは次のとおりで

す。なお、時価を把握することが極めて困難なものは表示していません。 

 

（単位：千円） 

科目 貸借対照表計上額 時価 差額 

現金預金 5,513,744 5,513,744 － 

供給未収金 2,208,308 2,208,308 － 

短期貸付金および長期貸付金 1,750,145 1,760,303 10,158 

連合会買掛金・買掛金 2,904,156 2,904,156 － 

  （注１）金融商品の時価の算定方法 

      現金預金・供給未収金・買掛金は短期で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価格によっています。 

① 短期貸付金および長期貸付金の時価は、元利金の合計額を同様の新規貸付けを行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。   

  （注２）関係団体等出資金(帳簿価額 1,706,493 千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、時価による表示を行っていません。 

 

 

 



  

 

 

（注３）金銭債権の償還予定額 

（単位：千円） 

科目 1 年以内 1年超5年以内 5 年超 計 

現金預金 5,513,744 － － 5,513,744 

供給未収金 2,208,308 － － 2,208,308 

短期貸付金および長期貸付金 263,742 1,049,188 437,215 1,750,145 

 

７．賃貸等不動産に関する注記 

賃貸不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用に関して、対象物件は重要性に乏しい為、

開示を行いませんでした。 

８．資産除去債務に関する注記 

（１）資産除去債務の概要 

店舗や宅配センター等の施設の一部は、不動産賃貸借契約および事業用定期借地権契約を締結

しており、賃貸借期間終了における原状回復義務に関し資産除去債務を計上しております。また、  

一部の施設に使用されている有害物質を除去する義務に関しても資産除去債務を計上しています。 

（２）資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を不動産賃貸借期間または有形固定資産の耐用年数と見積り、割引率は算定時点

における対象期間に応じた国債利回り率を使用して資産除去債務の金額を計算しています。 

（３）資産除去債務の総額の増減 

    当事業年度における資産除去債務の残高は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 
（１）連合会 
   これに該当する取引はありません。 

（２）連合会の子会社および会員生協 
これに該当する取引はありません。 

（３）役員およびその近親者 
これに該当する取引はありません。 

期首残高 243,151 千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 千円 

時の経過による調整額 4,943 千円 

資産除去債務の履行による減少額 － 千円 

期末残高 248,094 千円 


